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1.序
現在，建築物の構造計算において常用され，建築基準
法にも規定されている設計用安全率の考え方は，竣工直
後の構造物の状態を対象とするものであって，長い年月
のうちに次第に損傷を受け，耐力を減じていく構造物に
ついて，その時々に残存する安全余裕を示しうるもので
はない。
しかし，竣工後長い年月を経て，多くの損傷を受けた
構造物の安全性は，それを使用する人達にとって，きわ
めて重要な関心事であり，そのような場合の構造安全性
の保証または判定を，専門家に対して求める要望がしば
しば発せられる。
鉄筋コンクリート構造物の損傷調査は，そのような要
望に答えて何らかの判断を示そうとするときに，我々が
持っている数少ない方法のひとつであって，これによっ
ても，もし調査の結果に綿密な考察を加えるならば，過
去において作用した荷重に対するその構造物の強さを，
相対的な尺度でかなり詳しく知るととができるので，そ
の推論の延長線上に立って，損傷を受けた建築物の構造
安全性を論じることが可能で、あると考えられる。
筆者の所属する建築工学科では，昭和52年夏に，名古
屋市にあるN球場より建物調査の依頼を受け，愛知工業
大学受託研究取扱規定に従って作業を進めたのち，同年
の秋にその報告書をまとめている。
本論文では，その報告書において筆者が分担した項目，
すなわち，非破壊的な試験および外観による調査の結果
から，調査建物の構造安全性を推論する部分において，
判断を導くうえで基礎となり，調査報告書の背景をなし
ているいくつかの考察を取り上げてみたい。
2. 長い年月を経た建築物の構造安全性
まずはじめに，与えられた問題の輪郭を幾分でも明確
にするのがよいであろう。
ここでは一応，地震や火災などのはっきりした原因に
よって，大きな損傷を受けた直後の建築物に対する調査
には触れないことにしよう。そのような調査の第ーの目
的は，その建築物に実際に作用した地震力の大きさや火
熱の強さなどの究明であり，ここで取扱う損傷調査の目
的とは多少異なっているからである。
損傷調査の対象となる建築物は，鉄筋コンクリート構
造の場合，竣工後短くても30年，通常は50年以上を経過
したもので，その期間を通じて，多種多様また大小さま
ざまな損傷を受けている。
鉄筋コンクリート構造体が損傷を受ければ，設計時に
前もってその影響を考慮されたものでない限り，構造安
全性に何らかの影響をもたらすことは間違いない。しか
しながら，調査対象となる建物の多くは，調査の時点、で
多少の支障はあっても現実に使用されており，構造体の
崩壊などという明らかな危険を指摘しなければならない
例は稀れで，ほとんどの場合は適正な水準と比較したと
きのその構造物の安全余裕の低下が問題にされることに
なる。
建築物の構造安全性とは，その本来の意味を求めるな
らば，将来に向って設定された任意のある期間中に，そ
の建築物に作用するであろうあらゆる種類の荷重の大き
さと，それに対してその構造物が保有しているであろう
構造強度(耐力)というふたつの量を比較して定義され
るものである。
しかし，これらふたつの量はいずれも多くの要素によ
って確率的に支配される変量成分を含んでしか表現でき
ないものであり，また構造体の破壊の定義，内に居住す
る人間の安全についての定義の困難さなども加わって，
その直接的な取扱いは決して容易ではない。
それ故，建築物が保有すべき構造安全性の適正な水準
などというものは，そう簡単に定め得るものではないが，
我国には以前から“関東大震災級の地震に対し，建築物
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は終局的な崩壊に至らず，屋内にいる人々が安全な場所
まで脱出できること"というひとつの標準があり，構造
安全性の適正な水準を与えるものとして社会通念をなし
ている。
この標準をもとにして定められた我国の構造設計法の
基本方針は，多少の変遷を経つつも，かつての市街地建
築物法から現在の建築基準法へと受けつがれ，既に半世
紀を経過した。その間に建設された建築物は，関東大震
災級の大地震に遭遇したものも遭遇しなかったものも含
めて，各時代の使用者によってその安全性が評価されて
きたのであるからヲこれは法規の規定そのものが，それ
ぞれの時代によって検討され，支持されてきたのと向じ
であると考えることができる。
従って，法規に定められた安全率の規定，すなわち設
計用荷重と材料の許容応力度の規定を遵守して設計され
た建築物が，現実の荷重に対して保有している安全余裕
をもって，ひとまず構造安全性の適正な水準と考えるこ
とにしても不都合は生じない。
ところで，このような現行の安全率の考え方には，最
初に指摘したように，鉄筋コンクリート構造物が竣工後
の長い年月のうちに次第に損傷を受け，構造強度を減じ
ていくことに対する考慮が含まれていない。
鉄筋コンクリート構造物に対し，保有すべき安全性の
標準は主として地震荷重によって与えられるとしても，
構造物に作用する荷重には実にさまざまなものがあり，
鉄筋コンクリート構造物が受ける損傷のうちには，設計
の際に充分考慮できなかったような(広義の)荷重が原
因となるものも多い。そのような多くの損傷はまた，当
然地震荷重に対する構造物の強度を低下させるものであ
る。
一方，構造物が損傷を受けて耐力の低下が明らかに認
められ， 100年に 1回しか起らないとされているような
地震に対しては構造安全性を保証できなくなったとして
も，数年に I屈あるいは10年に 1回ほどの頻度で発生す
る地震に対しては耐えることができる場合が少なくない
であろう。
そこで，鉄筋コンクリート構造物には実際上避けられ
ないところのこの耐力低下を，果して我々は許容しうる
のかどうか，また許容するならばその限界はどこまでな
のかというのがひとつの問題点であることがわかる。
3. 損傷調査の方法
損傷調査によって建築物の構造安全性を判断する過程
に存在するもうひとつの大きな問題点は，対象とする建
築物の構造強度を直接に測定できないという，調査方法
自体に課せられた制約である。
もし構造物の強度をひとつの荷重形式について実測す
れば，当然それによって構造物は破壊してしましり調査
の意味がなくなるわけであるからヲ調査方法は常に，非
破壊的なもの，調査の前後で建物の状態をあまり変化さ
せないものに限られる。
従って，損傷調査によって得られるのは，建築物の構
造強度に関する間接的な情報であり，損傷調査の成否は，
間接的な情報からどのようにして正確な推論を導くかと
いう点にかかっているといってもよい。また，いくつか
の調査方法を組合せて，収集できる情報の量を増し，推
論の精度を高めることが是非とも必要となる。
次に，損傷謂査のためのいろいろな方法を分類列挙し，
順次考察を加えよう。
(1) 資料調査
作業の内容は，設計図書，工事記録，被災経歴または
その地方で発生した地震と水害などの記録，補修記録，
使用状態の変遷，建物使用上の障害や苦情などの情報収
集である。
そのうちで設計図書が最も重要な資料であることはしミ
うまでもなく，もし設計図と構造計算書が完全な形で残
されていれば，かつての設計を現在の設計規準に照らし
て検討したり， リミットアナリシスの手法によって構造
物の終局強度を推定するなど，調査内容を格段に詳しく
することができる。
しかしながら，調査依頼の段階では設計図書の所在を
見失われていることが極めて多しまた竣工年代の古い
建築物では，現在の水準と比較すればかなり不備な資料
しか無かったのが普通であるから，そのような場合には，
新たに建築物を実測して図面を作成したり，竣工年月の
記録から当時の設計思想、や技術水準，法令の内容などを
調べたりする。
被災経歴以下の各項は，実際に生じている損傷の原因
を知り，損傷の重大さを評価するうえできわめて有用な
ものである。
補修記録とは，竣工以後に行なわれた補修の契約資料
や工事記録などを指し，補修の種類と規模，位置と時期
の分布などを調べるのであるが，鉄筋コンクリート構造
体それ自身は補強や補修がなされにくいので，どちらか
といえば補修は構造体の損傷を覆いかくす効果のほうが
大きい。
補修についての記録が残されている場合でも，補修前
の損傷の状態まで記録しである例はほとんど皆無である
から，実際には次項の外観調査において補修個所を見抜
き，補修以前の状態や補修の理由を推理することになる。
(2) 外観調査
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第1表 外観調査における損傷の分類法
発 生 場 所 構造部材の種類
架構における部材 柱，梁，柱梁接合部，耐力壁，
の位置ヲその部材の 非耐力壁(腰壁ョ袖壁，パラベ
端部か中央部か，お ット)，屋根，床(天井)，ひ
よび屋内側と屋外側 さし，階段。
の区分
第2表損傷の等級区分の目安
等 きれつ1) 剥離(I ) 2) 剥離(IJ)3)
級 きれつ長さ 最大関口巾 剥落面積 剥洛面積
1m未満，
かつ部材寸
1 
法を超えな
1 mm未満 400cm'未満 100cm'未満
し'0
2 同 上
1 mm以上 400cm'以上 100cm'以上
2 mm未満 1，OOOcm'未満 400cm'未満
1m以上でb
3 
あるが，部 2m皿以上
1.000cm'以上
400cm'以上
材寸法を超 3m皿未満 1，OOOcm'未満
えない。
4 
部材寸法を
3mm以上 な し4) 1，OOOcm'以上
超えるもの
1 )仕上げ層がモルタルの場合を標準とする。長さと関
口巾のどちらか一方が制限を超えたとき次の等級へ進
む。ひとつのきれつがいくつもの部材を貫通している
場合およびきれつ間隔に意味があると考えられる場合
は，それらを特記する。
2 )仕上げ層の剥落が主である場合。
3 )かぶりコンクリートが剥落し，腐触した鉄筋が露出
している場合。
4 )コンクリートに圧壌の徴候がみられる場合は?剥落
面積にかかわらず，特記する。
ここで述べる外観調査の方法は，これまでに筆者が行
なった鉄筋コンクリート構造物の損傷調査において，次
第にひとつの形式にまとまったものであって，それらの
調査報告書の主要な部分をなしたものである。
外観調査，すなわち外観による鉄筋コンクリート部分
の損傷調査とは，鉄筋コンクリート構造体の仕上げ層の
表面に現われたさまざまな形態のきれつ，仕上げ層ある
いはコンクリート表層の剥落，コンクリート被覆の剥落
。こよって露出した鉄筋の腐蝕など，外観に現われた損傷
の全数を記録するものである。
損傷の観測は主として肉眼によって行ない，縮尺%程
度の平面図および立面図上にスケッチする。損傷場所に
近付けない場合は双眼鏡を使用し，またスケッチのかわ
りに写真に撮影しておくこともある。
f員 傷 の 育長 態
きれつの場合，
方向により，鉛直，水平，斜め，ラン夕、ム， (あるい
は部材軸の方向に対する角度，平行か直角かなど)。
コンクリート剥離の場合;
仕上げ層だけか，かぶりコンクリート層までもか，方
向性があるか，腐蝕した鉄筋が露出しているか。
同時に，損傷にはひとつづっ番号を付して，発生場所，
損傷の分類，損傷の大きさ，特記事項などをノートに記
録する。
損傷の発生場所および形状による分類の方法を第1表
に，また損傷の大きさを等級分げするときに用いた基準
を第2表に示す。
損傷を全数記録するといっても 9 仕上げ層の毛状きれ
つなどは記録しなし 3。それでも肉眼で認められる損傷の
数が，一棟の建物で千個を越すことは珍らしくない。
このように大変な作業を行なっても，外観による損傷
の調査には常にいくらかの不確かさがつきまとう。不確
かさをもたらす原因は，仕上げ層や造作などで構造部材
が隠、されて調査できない部分が必らず存在すること，そ
れから仕上げ層にみられる損傷が構造体コンクリートの
損傷をどの程度正直に表わしているか完全にはわからな
いことにある。このため，外観調査による損傷の記録に
は，統計的にサンプリングされたデータと似かよった取
扱い上の注意が必要となる。
(3) 変形調査
変形の測定にはトランシットやレベルのような測量機
械を使用することが多い。
測定の対象は主として建築物に生じた不同沈下や横倒
れあるいは援れ変形であるが，時には梁ヲ床ヲひさしな
どの携みを測定することもある。
変形調査の問題点は，竣工時の建築物の水平線と鉛直
線を示す目印が残されていないことで，そのために測定
の目印として，例えば柱型に付けられた何かの特徴，梁
と柱の稜の交点，窓枠の端点などから適当なものを選ば
ねばならない。
そのような測定によって得られたデータはヲひと並び
の柱列毎に，それぞれ高次曲線でj庄似し，有意な次数ま
でとって沈下曲線や横倒れ曲線を求めるのが最もよい。
その曲線に対するデータの誤差分散は，測定精度と最初
の施工精度を知り，竣工以後の変形量を確認する目安と
なる。
変形調査の結果は，それし自体で構造物の損傷の程度を
示すものであるが，また構造部材に生じた局部的な損傷
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の原因について有力な示唆を与えることがある。その意
味で前項の外観調査とこの変形調査とは互に補い合う効
果が大きい。
(4) コンクリート強度の非破壊試験
コンクリー卜強度の非破壊的な試験方法としては，超
音波音速法，シュミットハンマーテストヲ切り出したコ
ンクリートコアについて圧縮試験を行なう方法などがあ
るが，建築物の損傷調査に対してはシュミットハンマー
テストが最も適していると考えられる。
シュミットハンマーテストは，その測定方法の特性上ヲ
結果にかなり大きなばらつきが混入するのを避けられな
いためヲ調査対象の建築物のあらゆる部位から，できる
だけ多数のデータをサンプリングすることにより，測定
結果の信頼性を高める必要がある。
構造体のコンクリート強度を測定する第ーの目的はョ
いうまでもなく実測値が構造計算で仮定された強度以上
頻
度
王女工町長の徒
会な建事物、
知子lて花工
守札丁工もの，
??
I女工役zo叩 30等、
1~， I暴力¥"g iヲ主〉
I ~ト T~ 建制。
コンケ 1)ー ト強度刻足結果
?? IR1Z-和ヒの進
可子力、、若るしい
是果吻。
コ'/)リート jp\j支~~IJ え結果
第 laJ 損傷を受けた鉄筋コンスリート構造物に
おけるコンクリート強度分布の模形図
であることを検証することにある。その際，単に実測値
の平均のみに注目することなし実測{直の分布を調べ，
データがある限界値を下廻る割合についても考察するこ
とになる。
更にまた，このようなコンクリート強度推定値の分布
が示すばらつきの大きさは，次のような理由により，鉄
筋コンクリート構造物の損傷の程度を示すきわめて便利
な指標とすることができる。
すなわち，損傷を受けず健全な状態にある構造物の場
合，シュミットハンマーテストの測定結果は建物のどの
部位についてもほぼ同様な値となり，データのばらつき
は竣工当時の状態を保って比較的小さな値にとどまる。
これに対し 3 損傷を受け，劣化の進行した構造物につ
いていえば，損傷 e 劣化はあらゆる部分で 様に進行す
るものではなし比較的健全な状態で、残っている部分と，
外力の作用を激しく受けて損傷@劣化の進行した部分が
生じている。
このような状態の構造物についてシュミットハンマー
テストを行なった場合はヲ測定結果に大きなばらつきが
見られるようになり，また測定データを適当なクソレープ
に分けてみると，各クやループ毎の平均値やばらつきに大
きな差が見られるようになる。
鉄筋コンクリート構造物の損傷・劣化の進行に対応す
るコンクリー卜強度推定値の分布のパターンを第 1図に
示そう。
シュミットハンマーテストてる求めたコンクリート強度
の推定値は，このような分布を調べることにより，構造
物の損傷過程の進行程度を示すひとつの代用特性となし
うるのである。
(5) コンクリートの中性化試験
フェノーノレフタレーンのアルコール溶液を試薬とする
コンクリートの中|生化試験は，鉄筋の発錆に対する被覆
コンクリートの保護能力を調べる目的で，損傷調査には
しばしば用いられる。実際，鉄筋コンクリー卜構造の法
的な寿命(例えば税法上の償却年数)はコンクリートの
中性化速度をもとにして定められたものである。
しかし，コンクリートの中性化それ自身と，コンクリ
ート強度の低下あるいは建築物の構造強度の低下との聞
に直接的な相関が認められないので，ここではこれ以上
の考察を行なわないことにする。
(6) 鉄筋に関する試験
非破壊的な調査方法を主とする場合には，コンクリー
トに被覆されている鉄筋は試験の対象となり難いが，腐
蝕した鉄筋が露出していて，応急の補修が必要な場合に
限り，補修の際に切り取った鉄筋について，その機械的
性質や断面積の減少などを測定することがある。
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また，腐蝕した鉄筋の露出によって，主筋やせん断補
強筋の配筋量，コンクリートのかぶり厚さなどが判明す
ることは多い。
(7) 構造物の振動試験
構造物の常時微動測定による振動試験は，建築物の損
傷調査に際しでも，最近は盛んに併用されるようになっ
T> ~。
ここでも非破壊的な試験方法のひとつとして挙げたが，
もともと常時微動測定による調査は，地盤と建築物の振
動特性を調べ，その建築物が将来受けるかも知れない地
震荷重の特性について予備的知識を得るのが主な目的で
あるから，上記のような他の調査方法とは多少性格を異
にする。
それ故，その調査方法について，ここでは全く取り上
1ないことにしたい。
4. 損傷の評価と分類
前章に示したような調査方法によって得られる結果の
うちには，
①設計時の資料に対する，現在の設計規準および構造
解析手法の適用等による再検討。
②構造体に生じている変形の大きさ。
③ コンクリート強度の分布とその形態。
④ コンクリートの中性化深さ。
などのように，調査対象建築物の構造安全性を判断する
に際し，それぞれ独自の判定基準を与えるものもあるが，
それらの調査結果はまた，損傷の原因，あるいは損傷の
原因となった荷重の形式と大きさについて多くの示唆を
与えるものである。
そのため，これらの調査結果を総合してみると，外観
調査による損傷の記録を主軸として，過去にその建築物
が受けた荷重と，それによって生じた損傷の程度につい
て，自然とひとつのイメージが形成されて行くことにな
る。
このイメージは調査技術者の判断の基礎をなすもので
あり，イメージ形成の過程こそが損傷調査の主要な作業
であるといってもよい。また，調査結果から構造物の安
全性低下を推定するための理論を構成する際には，常に
この点に焦点を当てなければならないであろう。
以下では筆者の方法におけるその考え方の筋道を示し
たい。
まず，調査建物に生じている損傷は，過去に受けた荷
重歴に対して，その建物が示した応答の記録，また蓄積
であるから，外観調査で記録された損傷が構造安全性に
及ぽす影響の大きさは，その損傷を生じた原因，あるい
は原因となった荷重について考察したのちに評価しなけ
ればならない。すなわち，単純な損傷規模の評価ではな
第3表損傷の原因となる荷重形式
荷 重 発生する損傷 終局的な状態
① 柱，梁および柱梁接合部のナナメまたはX形きれつ， 接合部直下の柱の破壊，接合部に近い柱
地震荷重
接合部に隣接する柱梁部分のタテ・ヨコきれつ，柱 梁コンクリートの局部的圧壊，耐力壁の
梁鉄筋定着部のタテ・ヨコまたはランダムきれつ， ナナメきれつが柱梁接合部を貫通(床版|
耐力壁・非耐力壁のナナメきれつ。 へ続く場合を含む)，柱・梁主筋定着部|
② 発生するきれつは①項とほぼ同じ。壁面に発生する の大きれつ，柱梁接合部の大きれつ。
ナナメきれつの方向がそろっている。また建物の挨
地盤変動 れ変形を伴なうことが多いので，梁・壁のナナメき
れつが天井・床版へ続いて，床版のナナメきれつを
生ずることがある。
③日 射 熱 最上階梁および柱のナナメきれつ。 ナナメきれつがその部材を貫通。
④ 床版・梁のたわみ増大，柱の横倒れ，コンクリート 他の項目の損傷を早め，助長する。
火 災 強度の低下，補修された被覆コンクリートおよび仕
上げ層の不具合。
⑤ かぶりコンクリートまたは仕上げ層の剥落(特にひ 柱・梁主筋の断面減少，柱・梁せん断補
雨水・凍害
さし・柱)，主筋の方向に沿った大きれつ，腐蝕し 強筋の切断，屋根・床版鉄筋の切断，柱
化学的浸蝕
た鉄筋の露出，コンクリート強度の低下(雨水が原 -梁主筋定着部および柱梁接合部におけ
因のときは上層ほど低下，凍害の場合は建物の北面 る主筋の露出。
-湿気の多い場所で低下が著るしい)。
⑥洪水・高潮 鉄筋の腐蝕，かぶりコンクリートの剥落，コンクリ ⑤項と閉じ。
ート強度の低下(1階以下)。
⑦コンクリート 壁・梁を貫通する鉛直方向のきれつ，屋根・床版を ⑤項の損傷を早め，助長する。
の乾燥収縮 横断するきれつ。
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心構造強度に対して重大な影響を与える損傷とそうで
ない損傷を弁別する必要があるわげである。
第3表は，損傷の原因を推論するための，荷重の種類
とそれによって鉄筋コンクリー i構造物の外観に現われ
る損傷の形態とを対応させたものである。このような対
照表は一見現実の多様な建築物に対する適合性への証明
を欠いているようであるが，鉄筋コンクリー卜構造部材
に関する既応の膨大な実験研究によって支持されヲ実際
の調査において便利で信頼できる指針を与えるものであ
った。
次に，それぞれの荷重形式による損傷が構造強度に与
える影響を評価するためには，建物が損傷のない状態か
ら，それぞれの荷重形式によって破壊に至るまでの，損
傷発生と構造強度の変化の対応を知る必要がある。しか
し，実在の建築物についてそのような全過程の観測をす
ることは不可能であるから，実際には，実験室で行なわ
れた鉄筋コンクリート構造部材の載荷試験結果などをも
とにして，損傷の大きさを判断しなければならない。第
3表に示した各損傷の終局状態とは，そのような呂的の
ために設けた判別基準の一例である。
鉄筋コンクリ←ト構造部材は，多くの載荷試験例で示
されるように，ある限度以上の荷重を受けると，その次
からの載荷に対して，次第に構造強度(耐力)が低下す
る。一方，その限度以下の荷重しか受けなかった場合に
は，荷重経歴が部材の終局的強度に及ぼす影響を実際上
ほとんど無視してよい。
調査建物の構造部材が，その限度を越えるような荷重
を受けたかどうかは，外観調査における損傷の観察によ
り充分判断できるものと考えられる。
ところで，現在の許容応力度に基ずく設計法では，鉄
筋コンクリート構造の耐用期間中に，このような局部的
破壊を生ずるはずがないのであるから，そのような損傷
が見られる構造物については，構造安全性の低下を指摘
しなければならない。
一方，通常の鉄筋コンクリート構造物は高次の不静定
であるから，一個の部材において局部的な破壊が発生し
たとしても，それから建築物全体の終局的な破壊までの
間には，まだかなりの安全余裕が存在する。
この安全余裕量は局部的な破壊個所が増すほど減少す
るものと考えられるから，建築物全体の破壊の危険性に
ついては，建築物の規模(部材総数，不静定次数など)
に対する，そのような損傷個所の密度によって判断する
ことになる。
5. 安全性判定法への理論的アプローチ
以上に述べたような構造安全性判定の方法は，数学的
には最適問題の一種であるところの判別関数法によりョ
ほぽ定式化できると考えられる。
いま仮りに，構造安全性の低下量を具体的に評価しう
る建築物について行なった損傷調査が数多くあって，そ
れらの調査結果を測定値として利用できる状況にあるも
のとする。
構造安全性の低下量とは，先に述べたようにラいくつ
かの荷重形式に対するその建築物の構造強度を，適正な
水準と比較して定義されるものであるが，ここでは，関
東大震災級の地震荷重に対して，その構造物が破壊する
か否か(または危険か否か)の判断が示されるだけでも
よい。
さてヲ損傷調査において観測された種々雑多な損傷は，
ひとまず原因となった荷重形式毎に分類して評価しなけ
ればならない。
そのような損傷の分類がn種類あるとして，各分類毎
の損傷程度の評価を X"X2，・ '，Xn，で表わすことにしよ
つ。
この Xi，i=1，2， ー，nのイ直は，それぞれ特定の形態を
持つ損傷の発生密度ヲそれらの損傷の等級などにつき，
その建築物が竣工以来経過した年数ヲあるいは作用した
荷重経歴を勘案して評価する。
現在は第3表のような分類表をもとにして，経験的判
断を援用しつつこの作業を行なっているがヲ将来は評価
のための数式表示ができるかも知れない。いずれにして
も，この段階の作業で重要なことは評価の基準を確立す
ることであると思われる。
また j Xiのうちには，コンクリート強度の分布や中
性化深さあるいは変形調査の結果なとヨ〉ら導かれた，建
築物の損傷程度に対する独自の判定を加えてもよい。
ここで，これらn個の変量Xiによってョ構造安全性
の低下量を示す指標を作り，それをZで表わす。すなわ
ち，
Z =!(Xi)， i =1， 2，・ ，n (1) 
関数Zは判別関数と呼ばれ，線形であると仮定してよ
い場合は次式のようになる。
Z 二~ aiXi (2) 
ここに 9 aiは損傷の荷重形式による分類に応じてかけら
れる重みの係数である。
既知の損傷調査結果をデータとして用いることによりヲ
このような線形回帰モデルの重みの係数aiは，指標Xi
が構造安全性の低下に及ぽす影響を，最も効果的に判別
するように決定できる。
次に，既知の損傷調査がなされた個々の建築物につい
て，判別関数Zの値を計算してみる。関数Zの実現値を
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zで表わすことにしよう。
安全とされた建築物群(刈とそうでない建築物群(B)につ
いてそれぞれ実現する zをみると，互いに異なるふたつ
の分布を示すであろう。ふたつの分布から，それぞれの
母集団に対して，確率密度関数PA(Z)およびps(Z)を想
定できるものとする。
さてここで，判別関数の実現値zがとりうる範囲Rを，
ある境界Dによって互いに重複しない領域R"とRBに分
割しヲ新たに損傷調査を行なった場合は，その観測値f
がいずれの領域に帰属するかによってヲその建築物の安
全性を判断することにする。
そうすると，建築物が危険(B)であるのに誤って安全(A)
と判断される確率引AIB)および安全であるのに誤って
危険と判断される確率p(BIA)はそれぞれ次式のように
表わされる。
P(AIB)ニムPB(z)dz
P(BIA)ニムPA(z)dz 
(3) 
(4) 
工学的な意味からいえば，領域RA とRBの境界Dは，
これらふたつの確率が等しくなる点としてもよいのであ
ろうが，一般には判断が誤りであった場合の損失額の期
待値を比較して決定される。
それぞれの判断が誤りであったときの損失額をC(AI
B)，cmIA)て、表わすことにしよう。そうすると，ある境
界Dが設定された場合ヲその設定に対する期待損失額の
総計Sを次のように定義することができる。
szC(AlmiAPMMz+C(B|A)LPA(z)dz(5) 
以上のように，ここで、述べた損傷調査による構造安全
性判定の方法は，判別関数法によってョ上式の期待損失
額の総計Sを最小にするような境界Dを設定する問題に
帰着されることがわかる。
もし安全性の判定を，建築物の撤去か継続使用かの判
断と同等とみなしてよいならば，損失額の意味付けが多
少具体的になってョ例えばC(AIB)は(建築物が破壊し
たときの全損失額)x (継続使用期間中の破壊の確率)が
主要なものとなるであろう。
6 結び
ここに述べた鉄筋コンクリ←ト構造物の損傷調査の方
法は，外観調査，変形調査，コンクリート強度の非破壊
試験など，幾種類もの試験@調査を組合せて構成されラ
構造体に生じた損傷の種類ョ形態，特徴，損傷程度など
を分析することにより，まずョ損傷の原因となった荷重
の種類と大きさを調べ，次に，損傷はその荷重経歴に対
する構造物の応答であるという観点から，構造物の強さ
を，過去の荷重経歴に対する相対的な尺度でとらえ，そ
こから，構造物が保有すべき適正な水準と比較したとき
のヲ安全余裕の減少量を推論するものである。
観測された損傷が構造強度に及ぼす影響を評価しラ構
造安全性を数量的に表現して取扱うためには，判別関数
法によるアプローチが比較的容易かっ有効で、あると考え
られるが，このような試みには先例がなくヲその目的に
利用しうる調査資料がきわめて乏しいためにヲ数値解析
の作業を実施するには至らない。
従ってラ現在の段階では，損傷調査の結論は経験と比
較の手法に頼った定性的表現に傾かざるを得ないが，与
えられた問題は建築物の構造安全性に関する基本的概念
と直面するものであり，調査のたび毎に構造安全性の意
味について考える機会が与えられ，その調査対象によっ
てひとつの具体例が示されるのであるから，このような
損傷調査の意義はきわめて深いものであるといわねばな
らない。
参考文献
(1) 愛知工業大学建築工学科 iN球場建物調査報告書」
1977. 11ヲ (非公開)
(2) 筆者の方法による調査の主なものは，大阪府教育委
員会宛日本建築総合試験所調査報告書「大阪府立高等
学校校舎耐力度調査匂昭和44ヲ45，46ラ47，48年度J
(非公開)ヲ
(3) 坂静雄，大井孝和 外観による鉄筋コンクリート構
造物の損傷度調査について，日本建築学会近畿支部研
究報告集， 1972. 6ヲ
(4) 日本セメント技術協会コンクリートパンフレツト第
41号:鉄筋コンクリート建築の耐力診断，
(5) 日本建築学会設計計画ノfンフレット 9 建物の耐久
設計.2， 
(6) ACI Committee 201 Guide for Making a 
Condition Survey of Concrete in Service， J.of 
the ACI. 1968. 1 
(7) 建設省営繕局・国有建築物等特別実態調査実施要綱，
1960， 
(8) 建設大臣官房官庁営繕部 官庁建物実態調査実施要
令頁， 1971， 
(9) 日本建築学会建築経済委員会 建物の維持保全に関
する研究報告ラ 1954ラ
(10) 伊藤孝一 多変量解析の理論，培風館，新統計シリ
スー 5，塩谷実，浅野長一郎共著:多変量解析論，共
立出版，情報科学講座A'5・3，など，
(1) 日本規格協会信頼性数理分科会編:安全性土学入門，
日本規格協会，
